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災害時における暫定契約事務取扱要領の策定について（通知） 

 

 風水害震火災若しくは予見し難い非常事態により被害が発生し、又は発生するおそ

れがある場合に発注する緊急応急工事の取扱いについては、「緊急応急工事及び緊急

委託業務の発注の取扱い変更について」（平成 18年８月 14日付け 18 高建管第 316 号

土木部長通知。以下「緊急発注通知」という。）によることとしていますが、緊急発

注通知では前金払の規定が無いことから、施工内容によっては、受注者の一時的な財

政負担が必要となる場合があり、経営環境の悪化を招くこと等が懸念されます。 

このため、緊急応急工事について、受注者の円滑な資金調達を支援することを目的

として、別添のとおり「災害時における暫定契約事務取扱要領」を策定しましたので、

通知します。 

 なお、この通知は、施工に際し人員や資機材の調達が必要な緊急応急工事について、

受注者に対して迅速に前払金を支払うことを目的としており、緊急度が極めて高く、

財政負担が比較的軽微なものについては、従来どおり、緊急発注通知により対応する

こととしてください。 

 

 

（問い合わせ先） 

 土木政策課 契約担当 

  TEL：088－823－9813 



災害時における暫定契約事務取扱要領 

 

（目的） 

第１条 この要領は、風水害震火災若しくは予見し難い非常事態（以下「災害等」と

いう。）により被害が発生し、又は発生するおそれがある場合に発注する緊急応急工

事について、受注工事の人員や資機材の確保に要する資金の円滑な調達を支援する

ため、受注者に対して迅速に前払金を支払うことを目的として締結する暫定契約（以

下「暫定契約」という。）に関し、必要な事項を定める。 

 

（対象工事） 

第２条 暫定契約は、「緊急応急工事及び緊急委託業務の発注の取扱い変更について」

（平成 18 年８月 14 日付け 18 高建管第 316 号土木部長通知。以下「緊急発注通知」

という。）の２（１）に規定する緊急応急工事のうち、応急仮設橋や大規模な道路啓

開など、施工に際し相応の資機材を要し、受注者に対し資金調達の支援が必要と認

められる工事を対象とする。なお、道路幅員を確保するための小規模な崩壊土砂の

除去工事など、緊急度が極めて高く、財政負担が比較的軽微なものについては、緊

急発注通知により対応するものとする。 

 

（適用基準） 

第３条 暫定契約は、直ちに対応しなければ県民の生命や財産に危険又は支障を及ぼ

すものであって、詳細な設計書作成のいとまがなく、通常の入札では対応できないと

判断される工事に適用する。 

 

（発注方法） 

第４条 随意契約（地方自治法施行令第 167 条の２第１項第５号「緊急の必要により

競争入札に付することができないとき」）によることとし、詳細については建設工事

随意契約の事務取扱要領（平成 20 年３月 25 日付け 19 高建管第 1131 号土木部長通

知）によること。 

２ 高知県建設工事競争入札参加資格を有し、国又は地方公共団体との間において過

去２年間に２回以上の取引実績等のある事業者のうち、近隣での施工実績等を勘案

し、早期かつ確実な施工の観点から最も適した事業者に発注すること。 

 

（契約方法） 

第５条 暫定契約においては、その工事の特性や一定の要件を満たす有資格者業者か

ら選定することを考慮し、債務不履行となる恐れが極めて低いことから、高知県契

約規則（昭和 39 年高知県規則第 12 号）第 40 条第６号の規定により、契約保証は求

めないものとし、建設工事請負契約書（契約保証金免除タイプ）に「当初において



暫定契約とする特約条項」(別紙１）を付記して締結する。 

 

（暫定契約とする内容） 

第６条 暫定契約は、工事内容（工法、数量、図面等）及び設計金額、工期について

概要・概算で発注する。  

２ 暫定契約は、当初において「請負代金額」は「概算請負代金額」、「工期」は「暫

定工期」とする。  

 

（変更契約） 

第７条 暫定契約を締結した工事については、受発注者双方が可及的速やかに現場状

況の把握に努め、発注者は概要版である設計図書の内容を補完し、受発注者間で十

分に変更内容について協議を行った上で、建設工事請負契約書第 18 条及び第 19 条

の規定に基づき、工事内容、請負代金額、工期等について精査し、変更契約を締結

する。  

２ 請負率については、当初（随意契約締結時）の見積書記載価格と請負対象金額と

の比率により算定し、以後の変更契約においても、その請負率を適用する。  

３ 第１項に定める変更契約については、設計変更に関する事務取扱要領（平成 18 年

３月 30 日付け 17 高建管第 729 号土木部長通知）第２条に定める設計変更の範囲及

び第３条に定める別途契約の規定を適用しない。 

 

（暫定契約の期間） 

第８条 第５条に規定する契約を締結後、第７条に規定する変更契約が締結されるま

では、「暫定契約」として扱う。 

 

（工事成績評定） 

第９条 暫定契約を締結した工事については、「緊急工事発注依頼書により発注した工

事の成績評定について」（平成 18 年１月 30 日付け 17 高建検第 85 号建設検査長通

知）に準じ、工事成績評定の対象としない。  

 

 附則 

 この要領は、令和３年４月１日から施行する 

 

  



別紙１ 

当初において暫定契約とする特約条項 

 

１ 本契約は、緊急応急工事の初期活動を円滑に実施するため、当初は暫定契約として

締結する。  

 

２ 受発注者の双方は、出来るだけ速やかに現地状況の把握に努め、その内容に基づき、

発注者は概要版である設計図書の内容を補完し、受発注者間で変更内容について十

分協議を行った上で、変更契約を締結する。   

 

３ 暫定とする期間は当初契約から２の変更契約までとし、当該期間において、建設工

事請負契約書中「請負代金額」とあるのは「概算請負代金額」と、「工期」とあるの

は「暫定工期」と読み替えるものとする。   

 

 




